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○市営住宅条例施行規則 

昭和３６年９月２５日 

規則第２２号 

（この規則の目的） 

第１条 この規則は，市営住宅条例（昭和３６年豊中市条例第２０号。以下「条例」という。）

の施行に関し，必要な事項を定めることを目的とする。 

（市営住宅の名称及び位置） 

第１条の２ 条例第２条第２項に規定する市営住宅の名称及び位置は，別表のとおりとする。 

（整備基準上の措置） 

第１条の２の２ 条例第２条の８第２項から第５項まで，第２条の９第３項，第２条の１０

及び第２条の１１の措置は，市長が別に定める。 

２ 市長は，前項の措置を定めたときは，当該措置の内容を速やかに告示しなければならな

い。 

（条例第３条第１項の市規則で定める者等） 

第１条の２の３ 条例第３条第１項の市規則で定める者は，次の各号のいずれかに該当する

者とする。 

(１) ６０歳以上の者 

(２) 障害者基本法（昭和４５年法律第８４号）第２条第１号に規定する障害者で，その

障害の程度が次に掲げる障害の種類に応じ，次に掲げる程度であるもの 

ア 身体障害 身体障害者福祉法施行規則（昭和２５年厚生省令第１５号）別表第５号

の１級から４級までのいずれかに該当する程度 

イ 精神障害（知的障害を除く。以下同じ。） 精神保健及び精神障害者福祉に関する

法律施行令（昭和２５年政令第１５５号）第６条第３項に規定する１級から３級まで

のいずれかに該当する程度 

ウ 知的障害 イに規定する精神障害の程度に相当する程度 

(３) 戦傷病者特別援護法（昭和３８年法律第１６８号）第２条第１項に規定する戦傷病

者で，その障害の程度が恩給法（大正１２年法律第４８号）別表第１号表の２の特別項

症から第６項症まで又は同法別表第１号表の３の第１款症であるもの 

(４) 原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律（平成６年法律第１１７号）第１１条第

１項の規定による厚生労働大臣の認定を受けている者 

(５) 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６条第１項に規定する被保護者又は中



2/48 

国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者

の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）第１４条第１項に規定する支援給

付（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律の一

部を改正する法律（平成１９年法律第１２７号）附則第４条第１項に規定する支援給付

及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律の

一部を改正する法律（平成２５年法律第１０６号）附則第２条第１項又は第２項の規定

によりなお従前の例によることとされた同法による改正前の中国残留邦人等の円滑な

帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律第１４条第１項に規定する支援

給付を含む。）を受けている者 

(６) 海外からの引揚者で本邦に引き揚げた日から起算して５年を経過していないもの 

(７) ハンセン病療養所入所者等に対する補償金の支給等に関する法律（平成１３年法律

第６３号）第２条に規定するハンセン病療養所入所者等 

(８) 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（平成１３年法律第３１

号。以下この号において「配偶者暴力防止等法」という。）第１条第２項に規定する被

害者又は配偶者暴力防止等法第２８条の２に規定する関係にある相手からの暴力を受

けた者でア又はイのいずれかに該当するもの 

ア 配偶者暴力防止等法第３条第３項第３号（配偶者暴力防止等法第２８条の２におい

て準用する場合を含む。）の規定による一時保護又は配偶者暴力防止等法第５条（配

偶者暴力防止等法第２８条の２において準用する場合を含む。）の規定による保護が

終了した日から起算して５年を経過していない者 

イ 配偶者暴力防止等法第１０条第１項又は第１０条の２（配偶者暴力防止等法第２８

条の２においてこれらの規定を準用する場合を含む。）の規定により裁判所がした命

令の申立てを行った者で当該命令がその効力を生じた日から起算して５年を経過し

ていないもの 

（条例第３条第２項第１号アの市規則で定める障害の程度） 

第１条の２の４ 条例第３条第２項第１号アの市規則で定める障害の程度は，次の各号に掲

げる障害の種類に応じ当該各号に定めるとおりとする。 

(１) 身体障害 前条第２号アに規定する程度 

(２) 精神障害 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令第６条第３項に規定

する１級又は２級に該当する程度 

(３) 知的障害 前号に規定する精神障害の程度に相当する程度 
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（条例第３条第２項第１号イの市規則で定める障害の程度） 

第１条の２の５ 条例第３条第２項第１号イの市規則で定める障害の程度は，第１条の２の

３第３号に規定する程度とする。 

（入居者の資格を別に定めることができる特定の市営住宅） 

第１条の３ 条例第３条第４項の規定により入居者の資格を別に定めることができる特定

の市営住宅は，次に掲げる市営住宅とする。 

(１) 車いすを常用する障害者の入居に適するように設計された市営住宅（以下「車いす

常用障害者向け住宅」という。） 

(２) 障害者に割り当てるために供給された市営住宅（以下「障害者向け住宅」という。） 

(３) 高齢者に割り当てるために供給された市営住宅（以下「高齢者向け住宅」という。） 

(４) 障害者又は高齢者に割り当てるために供給された市営住宅（以下「障害者・高齢者

向け住宅」という。） 

(５) 母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和３９年法律第１２９号）第６条第１項に規定

する配偶者のない女子であって，現に児童（同条第３項に規定する児童をいう。第２条

の３第７号において同じ。）を扶養している者に割り当てるために供給された市営住宅

（以下「母子世帯向け住宅」という。） 

(６) 市長が別に定めるシルバーハウジング・プロジェクト事業計画に基づき供給された

市営住宅（以下「シルバーハウジング」という。） 

(７) 単身者に割り当てるために供給された住宅（以下「単身者向け住宅」という。） 

(８) 独立行政法人都市再生機構の賃貸住宅の建替え（都市基盤整備公団法（平成１１年

法律第７６号）附則第６条の施行前に同法による解散前の住宅・都市整備公団が行った

もの及び独立行政法人都市再生機構法（平成１５年法律第１００号）の施行前に同法に

よる解散前の都市基盤整備公団が行ったものを含む。）に併せて市営住宅が整備される

場合において，同法第２７条に規定する従前居住者（同法による廃止前の都市基盤整備

公団法第４４条に規定する従前居住者を含む。）の居住の安定を図るため，比較的小規

模な住宅として設計されたもの（以下「機構住宅従前居住者向け住宅」という。） 

(９) 同居し，又は同居しようとする親族に小学校就学の始期に達するまでの者がいる者

に割り当てるために供給された市営住宅（以下「子育て世帯向け住宅」という。） 

(10) 前各号に掲げるもののほか，市長が特に必要があると認めて割り当てた市営住宅 

（入居の申込み） 

第２条 条例第４条の規定により入居の申込みをしようとする者は，市営住宅入居申込書を
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市長に提出しなければならない。 

（書類の提出等） 

第２条の２ 市長は，条例第５条第１項の規定により選考し，又は条例第５条第２項の公開

抽選により選定した入居予定者に対し，次に掲げる書類の提出又は提示を求めることがで

きる。 

(１) 住民票の写し 

(２) 住宅困窮を証する書類 

(３) 婚約を証する書類 

(４) 収入を証する書類 

(５) その他市長が必要と認める書類 

（公開抽選において優遇措置を講じることができる者） 

第２条の３ 条例第５条第３項の市規則で定める者は，次の各号のいずれかに該当する者と

する。 

(１) ６０歳以上の者であって，同居し，又は同居しようとする親族が次のいずれかに該

当する者のみであるもの 

ア 配偶者等（配偶者（婚姻の届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情がある者そ

の他婚姻の予約者を含む。）又は性別が同一であって婚姻関係と異ならない程度の実

質を備える社会生活を営む関係として市長が定める関係にある者をいう。第１３条第

２項第１号アにおいて同じ。） 

イ ６０歳以上の者 

ウ １８歳未満の者 

(２) 戦傷病者特別援護法第４条の規定により戦傷病者手帳の交付を受けた者であって，

障害の程度が恩給法別表第１号表の２の特別項症から第６項症まで又は同法別表第１

号表の３の第１款症に該当するもの 

(３) 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第４項の規定により身体

障害者手帳の交付を受けた者であって，障害の程度が身体障害者福祉法施行規則別表第

５号の１級から４級までに該当するもの 

(４) 別に定める機関において知的障害の程度が重度又は中度であると判定された者 

(５) 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）第４５条

第２項の規定により精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた者であって，障害の程度が

同法施行令第６条第３項の１級又は２級に該当する者 
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(６) 同居し，又は同居しようとする親族（婚姻の届出をしないが事実上婚姻関係と同様

の事情にある者その他婚姻の予約者又は性別が同一であって婚姻関係と異ならない程

度の実質を備える社会生活を営む関係として市長が定める関係にある者を含む。第１３

条第２項第１号オにおいて同じ。）が第２号から前号までのいずれかに該当する者 

(７) 母子及び父子並びに寡婦福祉法第６条第６項に規定する配偶者のない者で現に児

童を扶養しているものであって，同居し，又は同居しようとする親族が当該児童のみで

ある者 

(８) 配偶者からの暴力等により婚姻関係が事実上破綻している者であって，前号に該当

する者に準じる状況にあると市長が認める者 

(９) 同居し，又は同居しようとする親族に小学校就学の始期に達するまでの者がいる者 

（入居承認書等による通知） 

第３条 条例第７条の規定による通知は，入居決定者にあっては入居承認書により，入居補

欠者にあっては抽選結果通知書により行うものとする。 

（家賃） 

第４条 条例第１０条第１項に規定する公営住宅の毎月の家賃は，公営住宅法施行令（昭和

２６年政令第２４０号。以下「令」という。）第２条第２項に規定する家賃算定基礎額に

次に掲げる数値を乗じた額（１００円未満の端数があるときは，これを切り捨てた額）と

する。 

(１) 令第２条第１項第１号に規定する国土交通大臣が市町村ごとに定めた数値 １．０

５ 

(２) 別表床面積の欄に掲げる数値を６５平方メートルで除した数値（小数第５位以下は，

切り捨てる。） 

(３) 別表経過年数係数の欄に掲げる数値 

(４) ０．９に，次の表の左欄の区分に応じ，同表の右欄に掲げる数値をそれぞれ加えた

数値 

公営住宅の設備等の状況 数値 

浴室が設置されていない場合 －０．１３ 

浴槽が設置されていない場合 －０．０５ 

３カ所給湯設備が設置されていない場合 －０．０５ 

昇降機が設置されていない場合 －０．０５ 

バルコニーの面積が２０平方メートル未満の場合 －０．０２ 
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バルコニーの面積が２０平方メートル以上４０平方メートル未満の場

合 

－０．０１ 

２ 前項の規定にかかわらず，同項の規定による毎月の家賃の額が，別表に定める近傍同種

の住宅の家賃（以下「近傍同種の住宅の家賃」という。）の額を超える場合は，条例第１

０条第１項に規定する公営住宅の毎月の家賃は，近傍同種の住宅の家賃の額とする。 

３ 条例第１０条第３項に規定する改良住宅，コミュニティ住宅及び従前居住者用住宅（条

例第６条の２ただし書（条例第６条の３第２項において準用する場合を含む。）及び条例

第６条の４第１項ただし書の規定により公営住宅とみなされるものを除く。次項において

同じ。）の毎月の家賃は，次の表の左欄に掲げる入居者の収入の区分に応じ，同表の右欄

に掲げる額に第１項各号に掲げる数値を乗じた額（１００円未満の端数があるときは，こ

れを切り捨てた額）とする。 

入居者の収入 額 

１０４，０００円以下の場合 ３４，４００円 

１０４，０００円を超え１２３，０００円以下の場合 ３９，７００円 

１２３，０００円を超え１３９，０００円以下の場合 ４５，４００円 

１３９，０００円を超える場合 ５１，２００円 

４ 前項の規定にかかわらず，同項の規定による毎月の家賃の額が，別表に定める限度額（当

該限度額が近傍同種の住宅の家賃の額を超える場合にあっては，近傍同種の住宅の家賃の

額とする。以下この項において「限度額」という。）を超える場合は，条例第１０条第３

項に規定する改良住宅，コミュニティ住宅及び従前居住者用住宅の毎月の家賃は，限度額

とする。 

５ 条例第１０条第３項に規定する改良住宅，コミュニティ住宅及び従前居住者用住宅（条

例第６条の２ただし書（条例第６条の３第２項において準用する場合を含む。）及び条例

第６条の４第１項ただし書の規定により公営住宅とみなされるものに限る。）の毎月の家

賃は，令第２条第２項に規定する家賃算定基礎額に第１項各号に掲げる数値を乗じた額

（１００円未満の端数があるときは，これを切り捨てた額）とする。 

６ 第４項の規定は，前項の家賃について準用する。 

（敷金） 

第５条 条例第１０条第５項に規定する敷金の額は，次のとおりとする。 

(１) 公営住宅（条例第６条の２ただし書（条例第６条の３第２項において準用する場合

を含む。）の規定により公営住宅とみなされるものを含む。）及び従前居住者用住宅 入
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居の際における家賃の３月分に相当する額 

(２) 前号に掲げる市営住宅以外の市営住宅 入居の際における家賃の２月分に相当す

る額 

２ 前項の敷金には，利子をつけない。 

（収入の申告等） 

第６条 条例第１１条第１項の規定による収入の申告は，市長が別に定める日までに収入申

告書により行わなければならない。 

２ 条例第１１条第２項の規定による通知は，収入認定通知書により行うものとする。 

３ 条例第１１条第３項の規定により入居者が意見を述べるときは，前項の収入認定通知書

を受け取った日から１月以内に収入認定更正申告書を市長に提出しなければならない。 

４ 前項の収入認定更正申告書には，意見を述べようとする理由を証する書類を添付しなけ

ればならない。 

５ 市長は，条例第１１条第３項後段の規定により認定した収入の額を更正するときは，収

入認定更正通知書を意見を述べた入居者に交付する。 

（家賃若しくは敷金の減免又は徴収猶予） 

第７条 条例第１２条各号に掲げる理由によって家賃若しくは敷金の減免又は徴収猶予の

承認を受けようとする者は，家賃・敷金減免申込書又は家賃・敷金徴収猶予申込書を市長

に提出しなければならない。ただし，市長が特に必要があると認めるときは，この限りで

ない。 

２ 市長は，家賃若しくは敷金の減免又は徴収猶予の承認をしたときは，家賃・敷金減免決

定通知書又は家賃・敷金徴収猶予決定通知書を申込人に交付する。 

３ 家賃の減免期間は，１年以内とする。ただし，市長が特に必要があると認めた場合は，

この限りでない。 

４ 家賃及び敷金の徴収猶予の期間は，３月以内とする。ただし，市長が特に必要があると

認めた場合は，この限りでない。 

５ 市長は，不正な行為により第２項の承認を受けた者に対しては，当該承認を取り消すこ

とができる。 

（収入超過者等に対する通知等） 

第８条 条例第１５条第１項に規定する収入超過者の認定通知は，収入超過者認定通知書に

より行うものとする。この場合において，第６条第２項の収入認定通知書は，交付しない

ものとする。 
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２ 条例第１５条第２項に規定する高額所得者の認定通知は，高額所得者認定通知書により

行うものとする。この場合において，第６条第２項の収入認定通知書は，交付しないもの

とする。 

３ 第６条第３項から第５項までの規定は，条例第１５条第３項において準用する条例第１

１条第３項の規定により意見を述べる場合について準用する。 

（改良住宅等に係る収入超過者の家賃） 

第９条 条例第１７条第１項第２号の市規則で定める額は，次の表の左欄に掲げる入居者の

収入の区分に応じ，同表の中欄に掲げる算定方法の例により算出した額（その額が別表に

定める限度額（以下「限度額」という。）に次の表の左欄に掲げる入居者の収入の区分に

応じ，同表の右欄に掲げる倍率を乗じて得た額を超える場合にあっては，当該乗じて得た

額）とする。ただし，当該算出した額が近傍同種の住宅の家賃の額を超える場合にあって

は，近傍同種の住宅の家賃の額とする。 

入居者の収入 算定方法 倍率 

公営住宅法（昭和２６年法

律第１９３号。以下「法」

という。）第２３条第１号

イに掲げる場合 

１３９，０００円

を超え１５８，０

００円以下の場合 

令第２条の規定による方

法 

１．３ 

１５８，０００円

を超え１９１，０

００円以下の場合 

１．５ 

１９１，０００円

を超え２１４，０

００円以下の場合 

１．８ 

２１４，０００円

を超える場合 

令第８条第２項の規定に

よる方法 

法第２３条第１号ロに掲げ

る場合 

１１４，０００円

を超え１５８，０

００円以下の場合 

令第２条の規定による方

法 

１．３ 

１５８，０００円

を超え１９１，０

００円以下の場合 

令第８条第２項の規定に

よる方法 

１．５ 

１９１，０００円 １．８ 
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を超える場合 

２ 条例第１７条第１項第３号の市規則で定める額は，次の表の左欄に掲げる入居者の収入

の区分に応じ，同表の中欄に掲げる算定方法の例により算出した額（その額が限度額に同

表の左欄に掲げる入居者の収入の区分に応じ，同表の右欄に掲げる倍率を乗じて得た額を

超える場合にあっては，当該乗じて得た額）とする。ただし，当該算出した額が近傍同種

の住宅の家賃の額を超える場合にあっては，近傍同種の住宅の家賃の額とする。 

入居者の収入 算定方法 倍率 

１５８，０００円を超え１９１，０００円以

下の場合 

令第８条第２項の規定に

よる方法 

１．２ 

１９１，０００円を超える場合 １．４ 

３ 条例第１７条第２項の規定による改良住宅，コミュニティ住宅及び従前居住者用住宅

（以下「改良住宅等」という。）の家賃は，次の各号に掲げる改良住宅等の区分に応じ，

当該各号に定める額（当該額が近傍同種の住宅の家賃の額を超える場合にあっては，近傍

同種の住宅の家賃の額）とする。 

(１) 改良住宅及びコミュニティ住宅 限度額に第１項の表の左欄に掲げる入居者の収

入の区分に応じ，同表の右欄に掲げる倍率を乗じて得た額 

(２) 従前居住者用住宅 限度額に前項の表の左欄に掲げる入居者の収入の区分に応じ，

同表の右欄に掲げる倍率を乗じて得た額 

４ 第１項及び第２項の規定により算出した額並びに前項第１号及び第２号に定める額に

１００円未満の端数があるときは，これを切り捨てるものとする。 

（高額所得者に対する明渡請求） 

第１０条 市長は，条例第１７条の２第１項の規定により市営住宅の明渡しの請求をしよう

とするときは，高額所得者市営住宅明渡請求書により行うものとする。 

（明渡期限の延長） 

第１１条 条例第１７条の２第３項の規定により明渡期限の延長を申し出ようとする者は，

明渡期限延長申出書を市長に提出しなければならない。 

（高額所得者に対する明渡し期限到来後に徴収する金銭） 

第１２条 条例第１７条の３第２項の市長が定める額は，近傍同種の住宅の家賃の額の２倍

に相当する額とする。 

（入居の承継） 

第１３条 条例第１９条第１項の規定により引き続き市営住宅に居住しようとする者は，市
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営住宅入居名義人変更承認申込書を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は，公営住宅法施行規則（昭和２６年建設省令第１９号）第１２条に定めるものの

ほか，前項の申込書の提出を行った者（以下「申込者」という。）が，次の各号のいずれ

かに該当するときは，条例第１９条第１項の承認をしないものとする。ただし，改良住宅

及びコミュニティ住宅（条例第６条の２ただし書（条例第６条の３第２項において準用す

る場合を含む。）の規定により公営住宅とみなされるものを除く。）並びに従前居住者用

住宅（条例第６条の４第１項ただし書の規定により公営住宅とみなされるものを除く。）

は，この限りでない。 

(１) 次のいずれにも該当しない者であるとき。 

ア 入居者の配偶者等 

イ 第２条の３各号に掲げる者 

ウ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第４５条第２項の規定により精神障害

者保健福祉手帳の交付を受けた者であって，障害の程度が同法施行令第６条第３項の

３級に該当する者 

エ 第１条の２の３第４号から第８号までに掲げる者 

オ 同居し，又は同居しようとする親族にウ又はエのいずれかに該当する者がいる者 

(２) 収入の額が条例第１５条第１項各号に掲げる市営住宅の区分に応じ，当該各号に定

める金額を超えているとき。 

(３) 当該入居者が条例第２２条第１項第１号から第４号までのいずれかに該当する者

であったとき。 

（同居等の承認） 

第１４条 条例第２０条第１項の規定により市長の承認を得ようとする者は，市営住宅同居

等承認申込書を市長に提出しなければならない。 

（同居者の異動） 

第１５条 出生，死亡又は転出により同居者に異動を生じたときは，同居者異動届により，

入居者は，直ちに市長に届け出なければならない。 

（返還届） 

第１６条 条例第２３条第１号に規定する届出は，市営住宅返還届により行わなければなら

ない。 

（立入検査員証の携帯） 

第１７条 条例第２５条第１項の規定により市営住宅監理員又は市長が指定した職員が市
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営住宅を検査するときは，市営住宅立入検査員証を携帯しなければならない。 

（使用許可の期間） 

第１８条 条例第２６条の規定による使用許可の期間は，１年以内とする。 

（社会福祉事業等に活用する公営住宅の使用手続） 

第１９条 条例第２７条第１項の規定による申請は，公営住宅使用許可申請書に次に掲げる

書類を添付して行わなければならない。 

(１) 社会福祉事業等（条例第２６条第１項に規定する社会福祉事業等をいう。以下同

じ。）を運営すること又は運営する見込みであることを証する書類 

(２) 当該社会福祉事業等に係る公営住宅を現に使用しようとする者の名簿 

(３) 前号に規定する者の収入を証する書類 

(４) その他市長が必要と認める書類 

２ 条例第２７条第２項の規定による通知は，許可する場合にあっては公営住宅使用許可通

知書，許可しない場合にあっては公営住宅使用不許可通知書により行うものとする。 

（社会福祉事業等に活用する公営住宅の使用料） 

第２０条 条例第２８条第１項の市規則で定める使用料の額は，社会福祉事業等において公

営住宅を現に使用する者の収入の合計額を入居者の収入とみなして第４条第１項及び第

２項の規定の例により算出した額とする。 

（駐車場の使用者の資格） 

第２１条 条例第３３条第１項に規定する市規則で定める条件は，次に掲げる条件とする。 

(１) 入居者若しくは同居者又は条例第２６条の規定による使用許可を受けた社会福祉

法人等が自ら使用するため駐車場を必要としていること。 

(２) 家賃又は条例第２８条第１項に規定する使用料の滞納がないこと。 

(３) 条例第１７条の２第１項又は条例第２２条第１項の規定による明渡請求を受けて

いないこと。 

２ 市長は，特に必要があると認めるときは，前項に定める条件のほか，駐車場の使用者の

資格を別に定めることができる。 

（駐車場の使用） 

第２２条 駐車場を使用しようとする者は，駐車場使用申込書を市長に提出しなければなら

ない。 

２ 前項の駐車場使用申込書には，自動車運転免許証の写しその他市長が必要と認める書類

を添付しなければならない。 
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３ 市長は，駐車場の使用者を決定したときは，当該使用者に駐車場使用承認書を交付する。 

（駐車場の使用料） 

第２３条 条例第３４条第１項に規定する駐車場の使用料は，１月につき１０，０００円と

する。ただし，軽自動車（道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号）第３条に規定す

る軽自動車をいう。）用の駐車場の使用料にあっては，１月につき８，０００円とする。 

（指定管理者の公募） 

第２４条 条例第３９条第１項本文の規定による公募は，次に掲げる事項を示して，市の広

報誌及びホームページへの掲載その他市長が適当と認める方法により行う。 

(１) 市営住宅の名称，所在地並びに市営住宅及び共同施設の概要 

(２) 指定管理者（条例第３８条第１項に規定する指定管理者をいう。以下同じ。）が行

う業務の範囲 

(３) 指定管理者に指定しようとする期間 

(４) 応募に必要な資格 

(５) 指定管理者の指定の申込みの手続 

(６) その他市長が必要と認める事項 

（指定申込書の提出等） 

第２５条 指定管理者の指定を受けようとするものは，指定管理者指定申込書を市長に提出

しなければならない。 

２ 前項の申込書には，条例第３９条第２項の事業計画書及び次に掲げる書類を添付しなけ

ればならない。 

(１) 条例第３８条第２項各号に掲げる業務（以下「指定管理業務」という。）に関する

収支計画書 

(２) 市営住宅及び共同施設に関する管理体制計画書 

(３) 個人情報の保護体制計画書 

(４) 当該法人その他の団体（以下「法人等」という。）の定款，寄附行為，規約又はこ

れらに準ずるもの 

(５) 法人にあっては，登記事項証明書 

(６) 当該法人等の役員又は代表者その他これらに準ずる者の名簿 

(７) 当該法人等の事業の概要を記載した書類 

(８) 市長が指定する事業年度の当該法人等に関する事業報告書，貸借対照表及び損益計

算書又はこれらに類するもの 
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(９) 前項の申込書を提出する日の属する事業年度の当該法人等に関する事業計画書及

び収支予算書又はこれらに類するもの 

(10) その他市長が必要と認める書類 

（指定管理者の選定の基準） 

第２６条 条例第３９条第３項第４号に規定する市規則で定める基準は，次のとおりとする。 

(１) 指定管理業務の遂行上知り得た個人情報を漏らさない体制及び不当な目的に使用

しない体制が整備されているものであること。 

(２) 天災その他緊急事態の発生時における危機管理体制が整備されていること。 

(３) その他市長が必要と認めて定める基準 

（条例第３９条第４項に規定する市規則で定める公営住宅） 

第２７条 条例第３９条第４項に規定する市規則で定める公営住宅は，市営借上第１７住宅

とする。 

（事業報告書の記載事項） 

第２８条 条例第４１条の事業報告書には，次に掲げる事項を記載しなければならない。 

(１) 指定管理業務の実施状況 

(２) 市営住宅及び共同施設の利用状況 

(３) 市営住宅の家賃及び敷金並びに駐車場及び社会福祉事業等に活用する公営住宅の

使用料の収入の状況 

(４) 指定管理業務に係る経費の収支状況 

(５) その他市営住宅及び共同施設の管理の状況を把握するために市長が必要と認める

事項 

（申込書等の様式） 

第２９条 この規則による申込書その他の書類の様式については，市長が別に定める。 

（施行細目） 

第３０条 前各条に定めるもののほか，この規則の施行に関し必要な事項は，市長が定める。 

附 則 

１ この規則は，公布の日から施行する。 

２ 市営住宅管理条例施行規則（昭和２７年豊中市規則第１９号）は，廃止する。 

附 則（昭和３８年５月１０日規則第１４号） 

この規則は，公布の日から施行する。ただし，昭和３６年度の欄を加える改正部分は，昭

和３７年５月１日から適用する。 
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附 則（昭和３８年１２月２５日規則第２７号） 

この規則は，公布の日から施行する。 

附 則（昭和４０年４月２０日規則第１２号） 

この規則は，公布の日から施行する。ただし，昭和３８年度の欄を加える改正部分は，昭

和３９年５月１日から適用する。 

附 則（昭和４０年１０月１１日規則第２６号） 

この規則は，公布の日から施行する。 

附 則（昭和４１年４月１日規則第１２号） 

この規則は，公布の日から施行する。 

附 則（昭和４２年２月１５日規則第５号） 

この規則は，公布の日から施行する。 

附 則（昭和４２年６月２３日規則第２１号） 

この規則は，公布の日から施行する。 

附 則（昭和４３年１２月１６日規則第３５号） 

この規則は，公布の日から施行する。 

附 則（昭和４４年４月１日規則第１８号） 

この規則は，公布の日から施行する。 

附 則（昭和４５年１月２６日規則第３号） 

この規則は，昭和４５年２月１日から施行する。 

附 則（昭和４６年４月１日規則第２４号） 

この規則は，公布の日から施行する。 

附 則（昭和４７年４月１日規則第３０号） 

この規則は，公布の日から施行する。 

附 則（昭和４８年４月１日規則第１８号） 

この規則は，公布の日から施行する。 

附 則（昭和４８年１１月１０日規則第３８号） 

この規則は，公布の日から施行する。 

附 則（昭和４８年１２月２８日規則第５３号） 

この規則は，昭和４９年１月１日から施行する。 

附 則（昭和４９年４月１日規則第６号） 

この規則は，公布の日から施行する。 
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附 則（昭和５０年４月１日規則第１１号） 

１ この規則は，公布の日から施行する。 

２ この規則による改正後の市営住宅条例施行規則の規定は，昭和５０年４月分の家賃から

適用し，同年３月分までの家賃については，なお従前の例による。 

附 則（昭和５１年１１月１日規則第４６号） 

この規則は，公布の日から施行する。ただし，岡町北改良住宅に係る改正部分は，昭和５

１年９月２０日から適用する。 

附 則（昭和５２年４月１日規則第１３号） 

１ この規則は，公布の日から施行する。ただし，別表の改正規定は，昭和５２年５月１日

から施行する。 

２ この規則による改正後の市営住宅条例施行規則別表の規定は，昭和５２年５月分の家賃

から適用し，同年４月分までの家賃については，なお従前の例による。 

附 則（昭和５３年４月１日規則第１２号） 

１ この規則は，公布の日から施行する。 

２ この規則による改正後の市営住宅条例施行規則の規定は，昭和５３年４月分の家賃から

適用する。 

附 則（昭和５４年１１月１０日規則第２３号） 

この規則は，公布の日から施行する。 

附 則（昭和５５年３月３１日規則第１０号） 

この規則は，昭和５５年４月１日から施行する。 

附 則（昭和５５年６月２８日規則第１６号） 

この規則は，公布の日から施行する。ただし，螢池北改良住宅を加える改正部分は，昭和

５５年６月１日から適用する。 

附 則（昭和５６年４月１日規則第１２号） 

この規則は，公布の日から施行する。 

附 則（昭和５７年４月１日規則第１２号） 

この規則は，公布の日から施行する。 

附 則（昭和５７年７月３１日規則第２８号） 

この規則は，昭和５７年８月１日から施行する。 

附 則（昭和５８年４月１日規則第１７号） 

この規則は，公布の日から施行する。 
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附 則（昭和５８年１１月１日規則第４４号） 

この規則は，公布の日から施行する。 

附 則（昭和６０年４月１日規則第１３号） 

この規則は，公布の日から施行する。 

附 則（昭和６０年５月１日規則第２２号） 

この規則は，公布の日から施行し，この規則による改正後の市営住宅条例施行規則別表の

規定は，昭和６０年５月分の家賃から適用し，同年４月分までの家賃については，なお従前

の例による。 

附 則（昭和６０年６月１日規則第２４号） 

この規則は，公布の日から施行する。 

附 則（昭和６０年７月１日規則第２８号） 

この規則は，公布の日から施行し，この規則による改正後の市営住宅条例施行規則別表の

規定は，昭和６０年７月分の家賃から適用し，同年６月分までの家賃については，なお従前

の例による。 

附 則（昭和６１年６月１日規則第２６号） 

１ この規則は，昭和６１年７月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の市営住宅条例施行規則第１２条の規定は，昭和６１年７月分の

割増賃料から適用し，同年６月分までの割増賃料については，なお従前の例による。 

附 則（昭和６１年８月１２日規則第３４号） 

この規則は，公布の日から施行し，この規則による改正後の市営住宅条例施行規則別表の

規定は，昭和６１年８月分の家賃から適用する。 

附 則（昭和６１年１０月２０日規則第４０号） 

この規則は，昭和６２年３月１日から施行する。 

附 則（昭和６２年１０月３１日規則第４８号） 

１ この規則は，昭和６２年１１月１日から施行する。ただし，別表に小曽根市営住宅に関

する３項を加える改正規定は，昭和６３年４月１日から施行する。 

２ この規則（前項ただし書に規定する改正規定を除く。）による改正後の市営住宅条例施

行規則別表の規定は，昭和６２年１１月分の家賃から適用し，同年１０月分までの家賃に

ついては，なお従前の例による。 

附 則（昭和６３年１０月３１日規則第４９号） 

この規則は，昭和６４年４月１日から施行する。 
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附 則（平成元年１２月１日規則第５９号） 

この規則は，平成２年４月１日から施行する。ただし，第２条の改正規定は，公布の日か

ら施行する。 

附 則（平成２年１２月１日規則第５０号） 

この規則は，平成３年４月１日から施行する。 

附 則（平成３年３月３０日規則第６号） 

１ この規則は，平成３年４月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の市営住宅条例施行規則第１２条の規定は，平成３年４月分の割

増賃料から適用し，同年３月分までの割増賃料については，なお従前の例による。 

附 則（平成５年３月１０日規則第１号） 

この規則は，平成５年４月１日から施行する。 

附 則（平成５年１０月１日規則第４９号） 

この規則は，平成６年２月１日から施行する。 

附 則（平成６年３月３１日規則第６号） 

この規則は，平成６年４月１日から施行する。 

附 則（平成８年３月２１日規則第４号） 

１ この規則は，平成８年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際，現に市営住宅に入居している者については，当分の間，この規則

による改正後の市営住宅条例施行規則別表種別及び構造の欄の規定は，適用しないものと

する。 

附 則（平成８年３月２９日規則第５号） 

この規則は，公布の日から施行する。 

附 則（平成８年１１月１３日規則第４３号） 

この規則は，平成９年３月１日から施行する。 

附 則（平成９年３月３１日規則第５号） 

１ この規則は，公布の日から施行する。ただし，別表第１の改正規定（島江西市営住宅に

係る部分に限る。）は，平成９年５月１７日から施行する。 

２ この規則による改正後の市営住宅条例施行規則附則第４項の規定は，平成８年８月３０

日以後の割増賃料から適用し，同日前までの割増賃料については，なお従前の例による。 

附 則（平成９年５月２０日規則第２４号） 

この規則は，平成９年６月７日から施行する。 
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附 則（平成９年１０月２０日規則第４５号） 

１ この規則は，公布の日から施行する。ただし，別表第１の改正規定（向丘市営住宅に係

る部分に限る。）は，平成９年１１月１５日から施行する。 

２ 公営住宅法の一部を改正する法律（平成８年法律第５５号）の規定による改正前の公営

住宅法の規定に基づいて供給された公営住宅については，平成１０年３月３１日までの間

は，この規則による改正後の市営住宅条例施行規則（以下「改正後の規則」という。）第

７条から第１５条までの規定は適用せず，この規則による改正前の市営住宅条例施行規則

（以下「改正前の規則」という。）第７条及び第８条から第１３条の３までの規定は，な

おその効力を有する。 

３ 改良住宅，コミュニティ住宅及び従前居住者用住宅については，平成１０年３月３１日

までの間は，改正後の規則第７条から第１５条までの規定は適用せず，改正前の規則第７

条，第８条から第１３条の３まで及び附則第４項の規定は，なおその効力を有する。 

４ 市営住宅条例の一部を改正する条例（平成９年豊中市条例第３１号）附則第２項に規定

する特定買取賃貸住宅については，平成１０年３月３１日までの間は，改正前の規則の規

定（第９条から第１３条の３までの規定を除く。）は，なおその効力を有する。 

５ 平成１０年４月１日前に改正前の規則の規定によってした手続その他の行為は，改正後

の規則の相当規定によってしたものとみなす。 

６ 他の規則の一部改正〔略〕 

附 則（平成１０年２月１８日規則第３号） 

１ この規則は，平成１０年４月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の市営住宅条例施行規則第６条，第１０条の２及び別表の規定は，

平成１０年４月分の家賃から適用し，同年３月分までの家賃については，なお従前の例に

よる。 

附 則（平成１０年４月１日規則第４０号） 

この規則は，公布の日から施行する。 

附 則（平成１１年３月２６日規則第１号） 

１ この規則は，平成１１年４月１日から施行する。 

２ 平成１１年４月分から平成１３年３月分までの岡町北改良住宅及び螢池北改良住宅の

駐車場の使用料については，この規則による改正後の市営住宅条例施行規則（以下「改正

後の規則」という。）の規定にかかわらず，次の各号に掲げる区分に応じ，当該各号に定

める額とする。 
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(１) 平成１１年４月分から平成１２年３月分までの駐車場の使用料 １月につき ５，

０００円 

(２) 平成１２年４月分から平成１３年３月分までの駐車場の使用料 １月につき ６，

０００円 

３ 前項の規定は，平成１１年４月分の駐車場の使用料から適用し，同年３月分までの駐車

場の使用料については，なお従前の例による。 

４ 改正後の規則別表の規定は，平成１１年４月分の家賃から適用し，同年３月分までの家

賃については，なお従前の例による。 

附 則（平成１１年３月３１日規則第９号） 

この規則は，平成１１年５月１日から施行する。 

附 則（平成１１年１０月１日規則第８０号） 

この規則は，公布の日から施行する。ただし，別表の２に借上第１７の項を加える改正規

定は，平成１１年１１月１日から施行する。 

附 則（平成１２年３月３１日規則第４６号） 

１ この規則は，平成１２年４月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の市営住宅条例施行規則別表の規定は，平成１２年４月分の家賃

から適用し，同年３月分までの家賃については，なお従前の例による。 

附 則（平成１２年１２月２０日規則第９９号） 

この規則は，平成１３年１月６日から施行する。 

附 則（平成１３年３月３０日規則第３４号） 

１ この規則は，平成１３年４月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の市営住宅条例施行規則別表の規定は，平成１３年４月分の家賃

から適用し，同年３月分までの家賃については，なお従前の例による。 

附 則（平成１３年１０月１５日規則第７８号） 

この規則は，平成１３年１０月１７日から施行する。 

附 則（平成１４年４月１日規則第３０号） 

１ この規則は，公布の日から施行する。 

２ この規則による改正後の市営住宅条例施行規則別表の規定は，平成１４年４月分の家賃

から適用し，同年３月分までの家賃については，なお従前の例による。 

附 則（平成１５年４月１日規則第４６号） 

１ この規則は，公布の日から施行する。 
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２ この規則による改正後の市営住宅条例施行規則別表の規定は，平成１５年４月分の家賃

から適用し，同年３月分までの家賃については，なお従前の例による。 

附 則（平成１６年４月１日規則第４２号） 

１ この規則は，公布の日から施行する。 

２ この規則による改正後の市営住宅条例施行規則別表の規定は，平成１６年４月分の家賃

から適用し，同年３月分までの家賃については，なお従前の例による。 

附 則（平成１６年９月１４日規則第６５号） 

この規則は，平成１６年９月１７日から施行する。 

附 則（平成１７年３月３１日規則第１６号） 

１ この規則は，平成１７年４月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の市営住宅条例施行規則（以下「改正後の規則」という。）第２

４条の規定は，平成１８年４月分から平成１９年３月分までの市営岡町北住宅及び市営螢

池北住宅の駐車場の使用料については同条中「１０，０００円」とあるのは「８，０００

円」と，同年４月分から平成２０年３月分までの駐車場の使用料については同条中「１０，

０００円」とあるのは「９，０００円」と読み替えて適用する。 

３ 改正後の規則第２４条の規定は，平成１７年４月分から平成１８年３月分までの駐車場

（前項に規定する市営住宅の駐車場を除く。以下この項及び次項において同じ。）の使用

料については同条中「１０，０００円」とあるのは「８，０００円」と，「８，０００円」

とあるのは「６，０００円」と，同年４月分から平成１９年３月分までの駐車場の使用料

については同条中「１０，０００円」とあるのは「９，０００円」と，「８，０００円」

とあるのは「７，０００円」と読み替えて適用する。 

４ 前項の規定は，平成１７年４月分の駐車場の使用料から適用し，同年３月分までの駐車

場の使用料については，なお従前の例による。 

５ 改正後の規則別表の規定は，平成１７年４月分の家賃から適用し，同年３月分までの家

賃については，なお従前の例による。 

附 則（平成１８年３月３１日規則第６９号） 

１ この規則は，平成１８年４月１日から施行する。 

２ 第１条の規定による改正後の市営住宅条例施行規則別表の規定は，平成１８年４月分の

家賃から適用し，同年３月分までの家賃については，なお従前の例による。 

３ 第２条の規定による改正後の市営住宅条例施行規則の一部を改正する規則（平成１７年

豊中市規則第１６号）附則第２項の規定は，平成１８年４月分の市営岡町北住宅及び市営



21/48 

螢池北住宅の駐車場の使用料から適用し，同年３月分までの市営岡町北住宅及び市営螢池

北住宅の駐車場の使用料については，なお従前の例による。 

附 則（平成１９年３月２３日規則第１号） 

この規則は，公布の日から施行する。 

附 則（平成１９年３月３０日規則第３８号） 

１ この規則は，平成１９年４月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の市営住宅条例施行規則別表の規定は，平成１９年４月分の家賃

から適用し，同年３月分までの家賃については，なお従前の例による。 

附 則（平成２０年４月１日規則第４７号） 

１ この規則は，公布の日から施行する。 

２ この規則による改正後の市営住宅条例施行規則別表の規定は，平成２０年４月分の家賃

から適用し，同年３月分までの家賃については，なお従前の例による。 

附 則（平成２０年１２月２５日規則第６７号） 

１ この規則は，平成２１年４月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の市営住宅条例施行規則第６条第１項及び第３項，第１０条の２

第１項及び第２項並びに別表の規定は，平成２１年４月分の家賃から適用し，同年３月分

までの家賃については，なお従前の例による。 

附 則（平成２１年４月１日規則第４４号） 

この規則中第２条の３の改正規定（同条第１号アの改正規定を除く。）は公布の日から，

その他の改正規定は平成２１年９月１日から施行する。 

附 則（平成２１年１２月２２日規則第６９号） 

１ この規則は，平成２２年４月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の市営住宅条例施行規則別表の規定は，平成２２年４月分の家賃

から適用し，同年３月分までの家賃については，なお従前の例による。 

附 則（平成２２年４月１日規則第３５号） 

この規則は，公布の日から施行する。 

附 則（平成２３年２月１日規則第１号） 

１ この規則は，平成２３年４月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の市営住宅条例施行規則別表の規定は，平成２３年４月分の家賃

から適用し，同年３月分までの家賃については，なお従前の例による。 

附 則（平成２４年１月１０日規則第１号） 
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この規則は，公布の日から施行する。 

附 則（平成２４年２月１日規則第３号） 

１ この規則は，平成２４年４月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の市営住宅条例施行規則別表の規定は，平成２４年４月分の家賃

から適用し，同年３月分までの家賃については，なお従前の例による。 

附 則（平成２４年３月３０日規則第７４号） 

１ この規則は，平成２４年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行の日前に５６歳以上である者の市営住宅の入居者資格については，この

規則による改正後の市営住宅条例施行規則第１条の２の３第１号の規定にかかわらず，な

お従前の例による。 

附 則（平成２４年７月６日規則第１０７号） 

この規則は，平成２４年７月９日から施行する。 

附 則（平成２４年９月２８日規則第１３７号） 

この規則は，平成２４年１０月１日から施行する。 

附 則（平成２５年１月３１日規則第３号） 

１ この規則は，平成２５年４月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の市営住宅条例施行規則別表の規定は，平成２５年４月分の家賃

から適用し，同年３月分までの家賃については，なお従前の例による。 

附 則（平成２５年１０月１日規則第９６号） 

この規則は，公布の日から施行する。 

附 則（平成２５年１２月２７日規則第１０８号） 

この規則は，平成２６年１月３日から施行する。 

附 則（平成２６年２月３日規則第３号） 

１ この規則は，平成２６年４月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の市営住宅条例施行規則別表の規定は，平成２６年４月分の家賃

から適用し，同年３月分までの家賃については，なお従前の例による。 

附 則（平成２６年９月２６日規則第６５号） 

この規則は，平成２６年１０月１日から施行する。 

附 則（平成２６年９月３０日規則第６７号） 

この規則は，平成２６年１０月１日から施行する。 

附 則（平成２７年１月２９日規則第３号） 
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１ この規則は，平成２７年４月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の市営住宅条例施行規則別表の規定は，平成２７年４月分の家賃

から適用し，同年３月分までの家賃については，なお従前の例による。 

附 則（平成２７年４月２８日規則第９２号） 

１ この規則は，平成２７年５月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の市営住宅条例施行規則別表の２の表の規定は，平成２７年５月

分の家賃から適用し，同年４月分までの家賃については，なお従前の例による。 

附 則（平成２７年８月２７日規則第１０６号） 

この規則は，平成２７年９月１日から施行する。 

附 則（平成２８年１月２９日規則第２号） 

１ この規則は，平成２８年４月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の市営住宅条例施行規則別表の規定は，平成２８年４月分の家賃

から適用し，同年３月分までの家賃については，なお従前の例による。 

附 則（平成２８年２月２５日規則第８号） 

この規則は，平成２８年３月１日から施行する。ただし，第２条の規定は，公布の日から

施行する。 

附 則（平成２８年４月２７日規則第７８号） 

１ この規則は，公布の日から施行する。ただし，別表の２の表借上第３の項及び借上第４

の項を削る改正規定は，平成２８年５月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の市営住宅条例施行規則別表の２の表借上第２の項の規定は，平

成２８年４月１日から適用する。 

附 則（平成２８年５月１８日規則第８０号） 

この規則は，平成２８年６月１日から施行する。 

附 則（平成２８年８月２６日規則第９４号） 

この規則は，平成２８年９月１日から施行する。 

附 則（平成２８年１１月２９日規則第１０５号） 

この規則は，平成２８年１２月１日から施行する。 

附 則（平成２８年１２月１９日規則第１０９号） 

この規則は，平成２９年１月１日から施行する。 

附 則（平成２９年１月２７日規則第６号） 

１ この規則は，平成２９年２月１日から施行する。ただし，第２条の規定は，平成２９年
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４月１日から施行する。 

２ 第２条の規定による改正後の市営住宅条例施行規則別表の規定は，平成２９年４月分の

家賃から適用し，同年３月分までの家賃については，なお従前の例による。 

附 則（平成２９年２月２８日規則第１０号） 

この規則は，平成２９年３月１日から施行する。ただし，第２条の規定は，公布の日から

施行する。 

附 則（平成２９年３月２３日規則第１６号） 

この規則は，平成２９年４月１日から施行する。 

附 則（平成２９年４月２７日規則第４３号） 

この規則は，平成２９年５月１日から施行する。 

附 則（平成２９年６月２６日規則第４７号） 

この規則は，平成２９年７月１日から施行する。 

附 則（平成２９年７月２７日規則第５３号） 

この規則は，平成２９年８月１日から施行する。 

附 則（平成２９年９月２８日規則第５６号） 

この規則は，公布の日から施行する。 

附 則（平成２９年１０月２５日規則第６２号） 

この規則は，平成２９年１０月３０日から施行する。 

附 則（平成３０年１月２６日規則第１号） 

１ この規則は，平成３０年２月１日から施行する。ただし，第２条の規定は，平成３０年

４月１日から施行する。 

２ 第２条の規定による改正後の市営住宅条例施行規則別表の規定は，平成３０年４月分の

家賃から適用し，同年３月分までの家賃については，なお従前の例による。 

附 則（平成３０年３月１４日規則第１０号） 

この規則は，公布の日から施行する。 

附 則（平成３１年１月２８日規則第７号） 

１ この規則は，平成３１年４月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の市営住宅条例施行規則別表の規定は，平成３１年４月分の家賃

から適用し，同年３月分までの家賃については，なお従前の例による。 

附 則（令和元年９月３０日規則第２６号） 

この規則は，公布の日から施行し，この規則による改正後の市営住宅条例施行規則別表の
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３の表の規定は，令和元年８月２１日から適用する。 

附 則（令和元年１０月３１日規則第２８号） 

この規則は，令和元年１１月１日から施行する。 

附 則（令和２年１月２８日規則第２号） 

１ この規則は，令和２年４月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の市営住宅条例施行規則別表の規定は，令和２年４月分の家賃か

ら適用し，同年３月分までの家賃については，なお従前の例による。 

附 則（令和２年３月２５日規則第１９号） 

この規則は，令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年９月２９日規則第７９号） 

この規則は，令和２年１０月１日から施行する。 

附 則（令和３年２月１日規則第２号） 

１ この規則は，令和３年４月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の市営住宅条例施行規則別表の規定は，令和３年４月分の家賃か

ら適用し，同年３月分までの家賃については，なお従前の例による。 

附 則（令和３年１２月１日規則第７８号） 

この規則は，令和４年１月１日から施行する。 

附 則（令和４年２月１日規則第１号） 

１ この規則は，令和４年４月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の市営住宅条例施行規則別表の規定は，令和４年４月分の家賃か

ら適用し，同年３月分までの家賃については，なお従前の例による。 

附 則（令和５年１月１１日規則第１号） 

この規則は，公布の日から施行する。 

附 則（令和５年２月１日規則第３号） 

１ この規則は，令和５年４月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の市営住宅条例施行規則別表の規定は，令和５年４月分の家賃か

ら適用し，同年３月分までの家賃については，なお従前の例による。 

附 則（令和５年３月２２日規則第１３号抄） 

１ この規則は，令和５年４月１日から施行する。 

附 則（令和６年２月１日規則第７号） 

１ この規則は，令和６年４月１日から施行する。 
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２ この規則による改正後の市営住宅条例施行規則別表の規定は，令和６年４月分の家賃か

ら適用し，同年３月分までの家賃については，なお従前の例による。 

附 則（令和６年１０月３０日規則第６２号） 

この規則は，令和６年１１月１日から施行する。 

附 則（令和６年１１月２９日規則第７１号） 

この規則は，公布の日から施行する。 

附 則（令和７年１月２９日規則第２号） 

１ この規則は，令和７年４月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の市営住宅条例施行規則別表の規定は，令和７年４月分の家賃か

ら適用し，同年３月分までの家賃については，なお従前の例による。 

附 則（令和７年３月２１日規則第１４号） 

この規則は，令和７年４月１日から施行する。 

別表 

１ 公営住宅（借上げに係る公営住宅を除く。） 

名称 位置 棟番

号 

戸

数 

竣工年度 経過年数

係数 

床面

積 

近傍同

種の住

宅の家

賃 

備考 

西谷 豊中市東豊中町

５丁目 

    m２ 円  

６ ３

２ 

昭和４０

年度 

０．５５５

４ 

３

７．

２ 

２３，

９００ 

 

７ ３

２ 

昭和４１

年度 

０．５６６

８ 

３

７．

２ 

２４，

２００ 

 

８ ４

０ 

昭和４５

年度 

０．６１２

４ 

３

４．

８ 

２６，

３００ 

 

９ ４

０ 

昭和４５

年度 

０．６１２

４ 

３

８．

６ 

２６，

８００ 
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１０ ４

０ 

昭和４６

年度 

０．６２３

８ 

３

８．

６ 

２７，

２００ 

 

刀根山 〃刀根山５丁目 A１ １

０ 

昭和４３

年度 

０．５８９

６ 

３

７．

８ 

２４，

３００ 

 

A１ ３

０ 

昭和４３

年度 

０．６８０

６ 

５

８．

０ 

５０，

２００ 

 

A２ ４

０ 

昭和４３

年度 

０．６６９

１ 

５

８．

０ 

４８，

８００ 

 

A３ １

０ 

昭和４４

年度 

０．６０１

０ 

３

７．

８ 

２５，

８００ 

 

A３ ３

０ 

昭和４４

年度 

０．６９８

２ 

５

８．

０ 

５１，

６００ 

 

B１ ２

０ 

昭和４３

年度 

０．６８２

７ 

５

４．

４ 

４７，

９００ 

 

B２ ２

０ 

昭和４３

年度 

０．５８９

６ 

３

４．

７ 

２４，

３００ 

 

B３ ２

０ 

昭和４４

年度 

０．７０１

６ 

５

４．

９ 

４９，

７００ 

 

新千里

南 

〃新千里南町３

丁目 

１ ４

０ 

昭和４６

年度 

０．６２３

８ 

３

７．

３ 

２７，

２００ 

 

２ ２昭和４８ ０．６４６ ４２５， 
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０ 年度 ６ ２．

９ 

１００ 

２ １

０ 

昭和４８

年度 

０．６４６

６ 

４

８．

８ 

２７，

４００ 

 

３ ３

０ 

昭和４８

年度 

０．６４６

６ 

４

８．

８ 

２７，

４００ 

 

４ ３

０ 

昭和４８

年度 

０．６４６

６ 

４

８．

８ 

２７，

４００ 

 

熊野南 〃東泉丘２丁目 １ ４

０ 

昭和４７

年度 

０．６３５

２ 

４

２．

３ 

２６，

７００ 

 

２ ４

０ 

昭和４７

年度 

０．６３５

２ 

３

９．

７ 

２５，

８００ 

 

新千里

南第２ 

〃新千里南町２

丁目 

５ ５

０ 

昭和４９

年度 

０．６５８

０ 

４

６．

６ 

３６，

０００ 

 

６ ３

２ 

昭和４９

年度 

０．６５８

０ 

４

８．

２ 

３７，

２００ 

 

６ ８ 昭和４９

年度 

０．６５８

０ 

４

８．

２ 

３７，

２００ 

車いす常用障害者向

け住宅 

７ ３

０ 

昭和４９

年度 

０．６５８

０ 

４

３．

３ 

３３，

５００ 

 

８ ３

０ 

昭和４９

年度 

０．６５８

０ 

４

３．

３３，

５００ 
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３ 

９ ５

０ 

昭和４９

年度 

０．６５８

０ 

４

６．

６ 

３６，

０００ 

 

北条 〃北条町２丁目 １ １

０ 

昭和５５

年度 

０．７２６

４ 

５

６．

５ 

４８，

４００ 

 

１ ２

０ 

昭和５５

年度 

０．７２６

４ 

５

９．

４ 

５０，

５００ 

 

２ ３ 昭和５６

年度 

０．７３７

８ 

５

６．

５ 

５９，

１００ 

 

２ ７ 昭和５６

年度 

０．７３７

８ 

５

９．

４ 

６１，

４００ 

 

２ ２ 昭和５６

年度 

０．７３７

８ 

５

９．

４ 

６１，

４００ 

車いす常用障害者向

け住宅 

北条西 〃北条町１丁目 １ ３ 昭和５８

年度 

０．７６０

６ 

５

６．

５ 

５５，

０００ 

 

１ ９ 昭和５８

年度 

０．７６０

６ 

５

９．

４ 

５７，

７００ 

 

２ ３ 昭和５８

年度 

０．７６０

６ 

５

６．

５ 

５５，

０００ 

 

２ ９ 昭和５８

年度 

０．７６０

６ 

５

９．

４ 

５７，

７００ 
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３ ６ 昭和５８

年度 

０．７６０

６ 

５

６．

５ 

５５，

０００ 

 

４ ６ 昭和５８

年度 

０．７６０

６ 

５

６．

５ 

５５，

０００ 

 

５ １

２ 

昭和５８

年度 

０．７６０

６ 

５

９．

４ 

５７，

７００ 

 

６ ８ 昭和５８

年度 

０．７６０

６ 

５

９．

４ 

５７，

７００ 

 

６ ４ 昭和５８

年度 

０．７６０

６ 

５

９．

４ 

５７，

７００ 

車いす常用障害者向

け住宅 

宮山 〃宮山町４丁目 １ ９ 昭和６１

年度 

０．７９４

８ 

５

７．

１ 

５９，

６００ 

 

１ ９ 昭和６１

年度 

０．７９４

８ 

５

９．

８ 

６２，

３００ 

 

２ １

５ 

昭和６１

年度 

０．７９４

８ 

５

９．

８ 

６２，

３００ 

 

２ ３ 昭和６１

年度 

０．７９４

８ 

５

９．

８ 

６２，

３００ 

障害者向け住宅 

３ ６ 昭和６１

年度 

０．７９４

８ 

５

７．

１ 

５９，

６００ 

 

３ １昭和６１ ０．７９４ ５６２， 
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２ 年度 ８ ９．

８ 

３００ 

小曽根 〃小曽根２丁目 １ ９ 昭和６２

年度 

０．８０６

２ 

５

６．

１ 

７２，

８００ 

 

１ ６ 昭和６２

年度 

０．８０６

２ 

５

９．

３ 

７６，

８００ 

 

１ ３ 昭和６２

年度 

０．８０６

２ 

５

９．

３ 

７６，

８００ 

車いす常用障害者向

け住宅 

２ ６ 昭和６２

年度 

０．８０６

２ 

５

６．

１ 

７２，

８００ 

 

２ １

８ 

昭和６２

年度 

０．８０６

２ 

５

９．

３ 

７６，

８００ 

 

熊野 〃東豊中町５丁

目 

１ １

２ 

昭和６３

年度 

０．８１７

６ 

５

６．

１ 

７０，

９００ 

 

１ １

８ 

昭和６３

年度 

０．８１７

６ 

５

９．

３ 

７４，

８００ 

 

１ ２ 昭和６３

年度 

０．８１７

６ 

５

９．

３ 

７４，

８００ 

車いす常用障害者向

け住宅 

〃熊野町３丁目 ２ ２

５ 

平成２年

度 

０．８４０

４ 

５

７．

６ 

７２，

０００ 

 

２ ２

３ 

平成２年

度 

０．８４０

４ 

６

０．

７５，

３００ 
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８ 

２ ２ 平成２年

度 

０．８４０

４ 

６

０．

８ 

７５，

３００ 

車いす常用障害者向

け住宅 

３ １

２ 

平成４年

度 

０．８６３

２ 

５

８．

８ 

９５，

５００ 

 

３ ４ 平成４年

度 

０．８６３

２ 

６

２．

０ 

９９，

７００ 

 

４ ９ 平成５年

度 

０．８７４

６ 

６

２．

０ 

１０

８，４

００ 

 

４ ３ 平成５年

度 

０．８７４

６ 

６

２．

０ 

１０

８，４

００ 

車いす常用障害者向

け住宅 

上津島 〃上津島１丁目 １ ４

９ 

平成元年

度 

０．８２９

０ 

５

６．

７ 

６７，

１００ 

 

１ ５

３ 

平成元年

度 

０．８２９

０ 

５

９．

４ 

７０，

２００ 

 

１ ４ 平成元年

度 

０．８２９

０ 

５

８．

６ 

６９，

１００ 

車いす常用障害者向

け住宅 

二葉 〃二葉町１丁目 １ ８ 平成７年

度 

０．８８３

０ 

５

３．

３ 

９３，

９００ 

 

１ ５ 平成７年

度 

０．８８３

０ 

５

９．

９ 

１０

５，３

００ 
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１ ５ 平成７年

度 

０．８８３

０ 

６

６．

６ 

１１

６，９

００ 

 

１ ２ 平成７年

度 

０．８８３

０ 

５

３．

３ 

９３，

９００ 

車いす常用障害者向

け住宅 

三国 〃三国２丁目 １ ６

０ 

平成８年

度 

０．８８６

９ 

３

３．

０ 

６３，

３００ 

 

１ １

６ 

平成８年

度 

０．８８６

９ 

３

６．

３ 

６９，

９００ 

 

１ ８ 平成８年

度 

０．８８６

９ 

４

７．

５ 

９１，

４００ 

 

１ ４

０ 

平成８年

度 

０．８８６

９ 

６

２．

７ 

１２

０，４

００ 

 

１ ５

３ 

平成８年

度 

０．８８６

９ 

６

６．

０ 

１２

６，７

００ 

 

１ １

３ 

平成８年

度 

０．８８６

９ 

７

８．

９ 

１５

１，８

００ 

 

１ ５ 平成８年

度 

０．８８６

９ 

３

３．

０ 

６３，

３００ 

車いす常用障害者向

け住宅 

１ １ 平成８年

度 

０．８８６

９ 

３

６．

３ 

６９，

９００ 

車いす常用障害者向

け住宅 

１ １ 平成８年 ０．８８６ ４９１，車いす常用障害者向
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度 ９ ７．

５ 

４００ け住宅 

１ ２ 平成８年

度 

０．８８６

９ 

６

２．

７ 

１２

０，４

００ 

車いす常用障害者向

け住宅 

１ ４ 平成８年

度 

０．８８６

９ 

６

６．

０ 

１２

６，７

００ 

車いす常用障害者向

け住宅 

１ １ 平成８年

度 

０．８８６

９ 

７

８．

５ 

１５

１，０

００ 

車いす常用障害者向

け住宅 

１ ５

２ 

平成８年

度 

０．８８６

９ 

３

３．

０ 

６３，

３００ 

シルバーハウジング 

１ １

２ 

平成８年

度 

０．８８６

９ 

３

６．

３ 

６９，

９００ 

シルバーハウジング 

１ ６ 平成８年

度 

０．８８６

９ 

４

７．

５ 

９１，

４００ 

シルバーハウジング 

１ ２ 平成８年

度 

０．８８６

９ 

６

２．

７ 

１２

０，４

００ 

子育て世帯向け住宅 

１ ３ 平成８年

度 

０．８８６

９ 

６

６．

０ 

１２

６，７

００ 

子育て世帯向け住宅 

１ １ 平成８年

度 

０．８８６

９ 

７

８．

９ 

１５

１，８

００ 

子育て世帯向け住宅 

島江西 〃島江町１丁目 １ ２

０ 

平成８年

度 

０．８８６

９ 

６

６．

１４

２，１
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４ ００ 

１ ２ 平成８年

度 

０．８８６

９ 

３

７．

８ 

８０，

８００ 

車いす常用障害者向

け住宅 

１ １ 平成８年

度 

０．８８６

９ 

６

６．

４ 

１４

２，１

００ 

車いす常用障害者向

け住宅 

１ １

０ 

平成８年

度 

０．８８６

９ 

３

７．

８ 

８０，

８００ 

シルバーハウジング 

原田 〃原田元町２丁

目 

１ １ 平成８年

度 

０．８８６

９ 

３

９．

９ 

８０，

８００ 

 

１ １

５ 

平成８年

度 

０．８８６

９ 

５

９．

０ 

１２

１，７

００ 

 

１ ３ 平成８年

度 

０．８８６

９ 

５

９．

３ 

１２

２，５

００ 

 

１ ２ 平成８年

度 

０．８８６

９ 

７

０．

０ 

１４

３，９

００ 

 

１ １ 平成８年

度 

０．８８６

９ 

５

８．

６ 

１１

９，２

００ 

車いす常用障害者向

け住宅 

１ １ 平成８年

度 

０．８８６

９ 

５

９．

０ 

１２

１，７

００ 

車いす常用障害者向

け住宅 

１ ２

５ 

平成８年

度 

０．８８６

９ 

３

９．

９ 

８０，

８００ 

シルバーハウジング 
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１ ２ 平成８年

度 

０．８８６

９ 

５

９．

３ 

１２

２，５

００ 

子育て世帯向け住宅 

向丘 〃向丘３丁目 １ ２ 平成９年

度 

０．８９０

８ 

３

５．

４ 

６６，

２００ 

 

１ ２

１ 

平成９年

度 

０．８９０

８ 

５

２．

９ 

１０

３，３

００ 

 

１ ３

５ 

平成９年

度 

０．８９０

８ 

６

３．

５ 

１２

４，２

００ 

 

１ ２ 平成９年

度 

０．８９０

８ 

３

５．

４ 

６６，

２００ 

車いす常用障害者向

け住宅 

１ ２ 平成９年

度 

０．８９０

８ 

５

２．

７ 

１０

１，１

００ 

車いす常用障害者向

け住宅 

１ ２ 平成９年

度 

０．８９０

８ 

６

３．

５ 

１２

４，２

００ 

車いす常用障害者向

け住宅 

１ ５

０ 

平成９年

度 

０．８９０

８ 

３

５．

４ 

６６，

２００ 

シルバーハウジング 

１ １ 平成９年

度 

０．８９０

８ 

５

２．

９ 

１０

３，３

００ 

子育て世帯向け住宅 

１ ２ 平成９年

度 

０．８９０

８ 

６

３．

５ 

１２

４，２

００ 

子育て世帯向け住宅 

二葉第〃二葉町１丁目 １ ５ 平成２７ ０．９６１ ３７６， 
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３ 年度 ７．

７ 

９００ 

１ １

６ 

平成２７

年度 

０．９６１ ３

７．

８ 

７７，

１００ 

 

１ ５ 平成２７

年度 

０．９６１ ３

８．

０ 

７７，

５００ 

 

１ ８ 平成２７

年度 

０．９６１ ５

５．

３ 

１１

２，９

００ 

 

１ ８ 平成２７

年度 

０．９６１ ６

３．

９ 

１３

０，４

００ 

 

１ ２ 平成２７

年度 

０．９６１ ７

５．

７ 

１５

４，５

００ 

 

１ １ 平成２７

年度 

０．９６１ ６

３．

８ 

１３

０，２

００ 

車いす常用障害者向

け住宅 

１ １ 平成２７

年度 

０．９６１ ７

５．

７ 

１５

４，５

００ 

車いす常用障害者向

け住宅 

宝山 〃宝山町 １ ２

４ 

令和３年

度 

０．９８４

４ 

３

５．

０ 

８２，

０００ 

 

１ ５ 令和３年

度 

０．９８４

４ 

５

４．

３ 

１２

７，３

００ 

 

１ ２

４ 

令和３年

度 

０．９８４

４ 

６

７．

１５

７，１
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０ ００ 

１ １ 令和３年

度 

０．９８４

４ 

５

１．

０ 

１１

９，７

００ 

車いす常用障害者向

け住宅 

２ 借上げに係る公営住宅 

名称 位置 棟

番

号 

戸

数 

竣工年

度 

経過年

数係数 

床

面

積 

近傍

同種

の住

宅の

家賃 

借上期間満了日 備考 

借上

第１

７ 

豊中市旭丘     m２ 円   

１ ２ 平成１

１年度 

０．８９

８６ 

３

７．

５ 

６

６，

８０

０ 

令和７年１０月

３１日 

 

１ １

４ 

平成１

１年度 

０．８９

８６ 

４

７．

１ 

８

３，

９０

０ 

令和７年１０月

３１日 

 

１ １

０ 

平成１

１年度 

０．８９

８６ 

５

２．

６ 

９

３，

７０

０ 

令和７年１０月

３１日 

 

１ １ 平成１

１年度 

０．８９

８６ 

５

５．

２ 

９

８，

３０

０ 

令和７年１０月

３１日 

 

１ ７ 平成１

１年度 

０．８９

８６ 

６

１．

９ 

１１

０，

３０

０ 

令和７年１０月

３１日 
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１ ７ 平成１

１年度 

０．８９

８６ 

６

９．

１ 

１２

３，

１０

０ 

令和７年１０月

３１日 

 

１ ４ 平成１

１年度 

０．８９

８６ 

３

７．

５ 

６

６，

８０

０ 

令和７年１０月

３１日 

車いす常用障害

者向け住宅 

１ ３ 平成１

１年度 

０．８９

８６ 

４

７．

４ 

８

４，

４０

０ 

令和７年１０月

３１日 

車いす常用障害

者向け住宅 

１ １ 平成１

１年度 

０．８９

８６ 

５

５．

５ 

９

８，

９０

０ 

令和７年１０月

３１日 

車いす常用障害

者向け住宅 

１ １

６ 

平成１

１年度 

０．８９

８６ 

３

７．

５ 

６

６，

８０

０ 

令和７年１０月

３１日 

シルバーハウジ

ング 

１ １

５ 

平成１

１年度 

０．８９

８６ 

４

７．

１ 

８

３，

９０

０ 

令和７年１０月

３１日 

シルバーハウジ

ング 

１ ５ 平成１

１年度 

０．８９

８６ 

５

５．

２ 

９

８，

３０

０ 

令和７年１０月

３１日 

シルバーハウジ

ング 

１ ２ 平成１

１年度 

０．８９

８６ 

３

７．

５ 

６

６，

８０

令和７年１０月

３１日 

機構住宅従前居

住者向け住宅 
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０ 

１ ４ 平成１

１年度 

０．８９

８６ 

４

７．

１ 

８

３，

９０

０ 

令和７年１０月

３１日 

機構住宅従前居

住者向け住宅 

１ ４ 平成１

１年度 

０．８９

８６ 

５

２．

６ 

９

３，

７０

０ 

令和７年１０月

３１日 

機構住宅従前居

住者向け住宅 

１ ２ 平成１

１年度 

０．８９

８６ 

５

５．

２ 

９

８，

３０

０ 

令和７年１０月

３１日 

機構住宅従前居

住者向け住宅 

１ １ 平成１

１年度 

０．８９

８６ 

４

７．

１ 

８

３，

９０

０ 

令和７年１０月

３１日 

シルバーハウジ

ング 

機構住宅従前居

住者向け住宅 

１ ２ 平成１

１年度 

０．８９

８６ 

５

５．

２ 

９

８，

３０

０ 

令和７年１０月

３１日 

シルバーハウジ

ング 

機構住宅従前居

住者向け住宅 

３ 改良住宅 

名称 位置 棟

番

号 

戸

数 

竣工年

度 

経過年

数係数 

床

面

積 

近傍

同種

の住

宅の

家賃 

限度額 備考 

岡町

北 

豊中市立花

町２丁目 

    m２ 円 円  

３ ２

４ 

昭和５

１年度 

０．７３

６３ 

６

５．

７ 

９

０，

６０

１０１，５０９  
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０ 

４ １

６ 

昭和５

１年度 

０．７３

１７ 

５

４．

６ 

７

８，

２０

０ 

８７，６２５  

４ ２

４ 

昭和６

０年度 

０．８１

６４ 

６

６．

６ 

９

６，

７０

０ 

８４，５１４  

島江 〃大黒町３

丁目 

１ ４

０ 

昭和５

１年度 

０．６８

０８ 

５

２．

６ 

３

９，

９０

０ 

４８，３３２  

２ ３

０ 

昭和５

４年度 

０．７１

５０ 

５

２．

６ 

４

４，

９０

０ 

４３，５８８  

螢池

北 

〃螢池北町

３丁目 

１ ２

０ 

昭和５

５年度 

０．７９

２５ 

５

４．

３ 

８

２，

００

０ 

８２，１９９  

大黒 〃大黒町２

丁目 

１ ２

０ 

平成１

０年度 

０．８９

４７ 

５

３．

９ 

１２

５，

７０

０ 

８５，３１１  

２ １

０ 

平成１

０年度 

０．８９

４７ 

３

７．

８ 

８

７，

００

０ 

５９，１３３  

２ ５ 平成１

０年度 

０．８９

４７ 

５

５．

１２

８，

８７，３８１  
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０ ４０

０ 

２ １

０ 

平成１

０年度 

０．８９

４７ 

６

５．

４ 

１５

２，

２０

０ 

１０３，２０２  

４ コミュニティ住宅 

名称 位置 棟

番

号 

戸

数 

竣工年

度 

経過年

数係数 

床

面

積 

近傍

同種

の住

宅の

家賃 

限度額 備考 

服部

西 

豊中市服部

西町４丁目 

    m２ 円 円  

１ ２

５ 

平成５

年度 

０．８７

４６ 

４

９．

２ 

９

４，

６０

０ 

１２８，４６１  

１ ２

３ 

平成５

年度 

０．８７

４６ 

６

４．

３ 

１２

３，

４０

０ 

１６２，１１２  

１ ２ 平成５

年度 

０．８７

４６ 

６

２．

１ 

１１

９，

６０

０ 

１７１，１３５ 車いす常用障害

者向け住宅 

服部

寿 

〃服部寿町

３丁目 

１ １

６ 

平成７

年度 

０．８８

３０ 

４

９．

７ 

１０

３，

００

０ 

１３２，４０９  

１ １ 平成７

年度 

０．８８

３０ 

５

１．

１０

７，

１３８，０１５  
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７ ００

０ 

１ １

０ 

平成７

年度 

０．８８

３０ 

６

４．

９ 

１３

４，

５０

０ 

１７３，２１５  

１ １

１ 

平成７

年度 

０．８８

３０ 

６

５．

１ 

１３

４，

８０

０ 

１７３，６１６  

１ ２ 平成７

年度 

０．８８

３０ 

６

５．

２ 

１３

４，

９０

０ 

１７３，８５０ 車いす常用障害

者向け住宅 

野田 〃野田町 １ ２

４ 

平成１

３年度 

０．９０

６４ 

６

４．

３ 

９

０，

７０

０ 

１１０，７００  

野田

第２ 

〃野田町 １ １ 平成１

６年度 

０．９１

８１ 

３

８．

９ 

６

４，

５０

０ 

５３，４５９  

１ ３

１ 

平成１

６年度 

０．９１

８１ 

３

９．

６ 

６

５，

６０

０ 

５４，４２１  

１ １ 平成１

６年度 

０．９１

８１ 

４

２．

１ 

６

９，

８０

０ 

５７，８５６  

１ ７ 平成１０．９１ ４ ７ ５８，５４４  
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６年度 ８１ ２．

６ 

０，

６０

０ 

１ ２

２ 

平成１

６年度 

０．９１

８１ 

５

３．

３ 

８

８，

４０

０ 

７３，２５０  

１ ９ 平成１

６年度 

０．９１

８１ 

５

５．

３ 

９

１，

７０

０ 

７５，９９９  

１ ６ 平成１

６年度 

０．９１

８１ 

６

５．

１ 

１０

７，

９０

０ 

８９，４６７  

１ ６ 平成１

６年度 

０．９１

８１ 

６

６．

７ 

１１

０，

６０

０ 

９１，６６５  

１ ６ 平成１

６年度 

０．９１

８１ 

６

６．

９ 

１１

０，

９０

０ 

９１，９４１  

１ １ 平成１

６年度 

０．９１

８１ 

３

９．

６ 

６

５，

６０

０ 

５４，４２１ 車いす常用障害

者向け住宅 

１ １ 平成１

６年度 

０．９１

８１ 

５

５．

４ 

９

１，

８０

０ 

７６，１３６ 車いす常用障害

者向け住宅 
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１ １ 平成１

６年度 

０．９１

８１ 

６

３．

２ 

１０

４，

８０

０ 

８６，８５６ 車いす常用障害

者向け住宅 

１ １ 平成１

６年度 

０．９１

８１ 

６

６．

６ 

１１

０，

４０

０ 

９１，５２７ 車いす常用障害

者向け住宅 

１ １ 平成１

６年度 

０．９１

８１ 

６

７．

０ 

１１

１，

１０

０ 

９２，０７７ 車いす常用障害

者向け住宅 

１ １

３ 

平成１

６年度 

０．９１

８１ 

３

９．

６ 

６

５，

６０

０ 

５４，４２１ シルバーハウジ

ング 

１ ４ 平成１

６年度 

０．９１

８１ 

４

２．

６ 

７

０，

６０

０ 

５８，５４４ シルバーハウジ

ング 

５ 従前居住者用住宅 

名称 位置 棟

番

号 

戸

数 

竣工年

度 

経過年

数係数 

床

面

積 

近傍

同種

の住

宅の

家賃 

限度額 備考 

二葉

第２ 

豊中市二葉

町１丁目 

    m２ 円 円  

１ １

１ 

平成８

年度 

０．８８

６９ 

３

６．

５ 

６

３，

７０

０ 

５７，９４５  
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１ １

２ 

平成８

年度 

０．８８

６９ 

３

６．

９ 

６

４，

３０

０ 

５８，５４４  

１ ２ 平成８

年度 

０．８８

６９ 

３

９．

１ 

６

７，

７０

０ 

６１，７５２  

１ １ 平成８

年度 

０．８８

６９ 

３

９．

８ 

６

９，

５０

０ 

６３，４４３  

１ １

０ 

平成８

年度 

０．８８

６９ 

５

１．

９ 

９

１，

１０

０ 

８２，９３８  

１ １ 平成８

年度 

０．８８

６９ 

５

４．

３ 

９

５，

２０

０ 

８６，７０７  

１ ４ 平成８

年度 

０．８８

６９ 

５

６．

４ 

９

７，

３０

０ 

８８，７１５  

１ １ 平成８

年度 

０．８８

６９ 

５

９．

７ 

１０

２，

７０

０ 

９３，４７４  

１ １

０ 

平成８

年度 

０．８８

６９ 

６

７．

０ 

１１

５，

３０

１０４，９３７  
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０ 

１ １ 平成８

年度 

０．８８

６９ 

６

４．

６ 

１１

２，

５０

０ 

１０２，３５７ 車いす常用障害

者向け住宅 

１ １ 平成８

年度 

０．８８

６９ 

６

５．

７ 

１１

３，

７０

０ 

１０３，６２５ 車いす常用障害

者向け住宅 

１ １ 平成８

年度 

０．８８

６９ 

５

１．

９ 

９

１，

１０

０ 

８２，９３８ 子育て世帯向け

住宅 

二葉

第３ 

〃二葉町１

丁目 

１ ５ 平成２

７年度 

０．９６

１０ 

３

７．

７ 

７

６，

２０

０ 

６１，９２１  

１ ５ 平成２

７年度 

０．９６

１０ 

３

８．

０ 

７

６，

８０

０ 

６２，３１１  

１ ７ 平成２

７年度 

０．９６

１０ 

５

５．

３ 

１１

１，

８０

０ 

９０，８８８  

１ １ 平成２

７年度 

０．９６

１０ 

５

５．

３ 

１１

１，

８０

０ 

９０，９５０  

１ ２ 平成２

７年度 

０．９６

１０ 

７

５．

１５

３，

１２４，２６５  
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７ １０

０ 

 


